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（影響が懸念される物質のモニタリングと定量的リスク評価手法の構築） 

公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研究 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、北村友一、對馬育夫、 

真野浩行、武田文彦、金子陽輔、 

小森行也 

 

【要旨】 

下水処理場は、都市河川で検出される医薬品類の発生源の 1つであり、河川水環境における医薬品類の効率的

な削減対策やリスクの管理を行う上で、河川における医薬品類の量に対する下水処理場の寄与を明らかにするこ

とは重要である。本年度では、多摩川中流域を対象に、河川に流入する負荷量および下水処理場の放流水が流入

する地点における負荷量に対する下水処理場の寄与率を、野外調査に基づいて算出した減衰速度係数と調査地点

での負荷量に基づいて算出することを試みた。 

キーワード：医薬品類、下水処理場、減衰速度係数、都市河川、負荷量 

 

 

1．はじめに 

近年、生活で使用され、下水道を通して河川水中に

流出する医薬品類や化粧品などの微量化学物質によ

る河川水環境への影響が懸念されている。我が国の河

川において、環境リスク初期評価により、一部の化学

物質のリスクが示唆されている 1、2)。そのため、河川

水環境において微量化学物質の効率的な削減対策や

リスクの管理を検討する必要がある。このような背景

のもと、本研究課題は、水生生物およびヒト健康への

影響が懸念される化学物質のモニタリングと定量的

リスク評価手法の構築を目的とする。本研究では、都

市部の河川流域を対象に、モニタリングや文献調査に

よる河川水中化学物質に対する下水道の寄与率を推

定することにより、下水道における対象化学物質の管

理可能性を把握する。また、河川水中の挙動を考慮し

たヒト健康および生態影響評価手法を構築し、下水道

での化学物質の排出削減シナリオに沿った影響評価

を実施する。 

本年度は、都市河川に流入する負荷量や下水処理場

の放流水が流入する地点での負荷量に対する下水処

理場の寄与を把握することを検討した。多摩川中流域

における下水処理場を対象に、水生生物への影響が懸

念される医薬品類について、この流域に流入する医薬

品類の負荷量および下水処理場が流入する地点での

医薬品類の負荷量に対する下水処理場の寄与率を算

出することを試みた。 

 

2．調査方法 

2．1  調査対象の医薬品類 

本研究チームではこれまで、医薬品類等生理活性物

質を対象として、水環境中における実態把握、生態リ

スクの検討などを進めてきた。本研究では、過年度の

研究成果を基に、多摩川において水生生物に対する生

態リスクの懸念が指摘されている医薬品類 5物質 1)を

調査対象に選定した（表1）。 

 

2．2  対象地域 

本研究では、多摩川中流域を対象とした。多摩川は、

山梨県、東京都、神奈川県を流れる多摩川水系の本川

である（流域面積：1240 km2、流域人口：約400万人
3)）。代表的な都市河川であり、高度成長期の急激な流

域の都市化の影響を受けて水質が悪化したが、下水道

整備や河川浄化施設の設置などに伴い改善が進み、近

年では中流域（多摩川原橋）の水質は、BOD 2mg/L程

物質名 主な効用

Azithromycin マクロライド系抗生物質

Clarithromycin マクロライド系抗生物質

Ketoprofen 消炎・鎮痛・解熱剤

Levofloxacin フルオロキノロン系合成菌剤

Triclosan 殺菌剤

表 1 調査対象の医薬品類 
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度で推移している（2001年以降の環境基準はB類型、

BOD 3mg/L）。一方で、人口増加および下水道普及率

の上昇に伴い、中流域においては渇水期に河川流量の

5割以上を下水処理水が占めることもある。 

 

2．3 寄与率の算出方法 

本研究チームでこれまでに算出した医薬品類の減

衰速度係数に基づき、多摩川中流域に設定した調査区

間に流入する医薬品類の負荷量および下水処理場の

放流水が流入する地点での医薬品類の負荷量に対す

る下水処理場の寄与率を算出することを試みた。 

本研究における調査地点を図1に示す。本研究チー

ムでは、これまでに多摩川中流域の約 11kmの調査区

間を設定し、2012年の1/31、2/16、8/22、2013年の1/30、

9/30、12/17、2014年の12/16の合計7回、10地点（St.1

～St.6、A 処理場～D 処理場）における河川水と下水

処理放流水中の医薬品類の実態調査を実施するとと

もに、多摩川本川の 2 地点と支川の 4 地点において、

「河川砂防技術基準（案）」に準じた流量観測を行って

きた。ただし、根川のSt.4では、2012年の1/31、2/16、

8/22、2013 年の 1 /30 において流量観測を行わなかっ

たため、東京都より入手した調査日と同じ月の流量

データを採用した。また、東京都下水道局から調査日

の下水処理場の放流量データを入手した。さらに、得

られたデータを基に、対象医薬品類が流下過程におい

て、一次反応式に従って減少するという仮定の下で、

花本ら 4)の方法を参考に、以下の式から減衰速度係数

kを算出した。 

 

調査区間の最下流地点での負荷量 

= ∑調査地点𝑖の負荷量×

  𝑒(−𝑘×調査地点𝑖から最下流地点St.5までの流下時間) (1) 

                       

式(1)中の調査地点 i の負荷量は調査地点ごとに医薬

品類の濃度と調査日における一日当たりの流量の積

から算出された。また、調査地点 iから最下流地点St.6

までの流下時間は Google map を用いて計測した流下

距離を流量観測時に得られた平均流速で除して求め

た。算出結果を図 2に示す。Ketoprofenは他の医薬品

に比べて、高い減衰速度係数を示した。本研究では、

下水処理場の寄与率を算出するために、各調査地点の

負荷量と減衰速度係数の値を使用した。 

河川水中の医薬品類の負荷量に対する下水処理場

から放流された処理水の寄与率として、調査区間に流

入する負荷量（St. 1～St.5 と A 処理場~D 処理場にお

ける負荷量の和）に対する各下水処理場の負荷量の割

合を算出した。また、下水処理放流水が流入する地点

における医薬品類の負荷量に対する下水処理場の寄
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図 2 多摩川の調査区間において算出した減衰速度係数 

図 1 多摩川の調査地点図 
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与率として、最下流地点St. 6を対象に、各下水処理場

の寄与率を以下の式から算出した。 

下水処理放流水
𝑖
の寄与率(％) 

=
負荷量

𝑖
×𝑒減衰速度係数×下水処理場iからSt.6までの流下時間

最下流地点St.6での負荷量
× 100  (2) 

 

寄与率が高い処理場ほど、最下流地点St. 6での負荷量

に対する寄与の度合いが高いことを示す。本研究では、

処理場A～処理場Dおよび下水処理場直下の根川（多

摩川の支川）のSt. 4 における寄与率を算出した。 

3．結果と考察 

 対象とした医薬品類5物質について、調査区間に流

入する各下水処理水の寄与率を図3に示す。処理場A、

処理場B、St.4 の上流に位置する下水処理場は、処理

場C、処理場Dと比べ、対象医薬品類の流入負荷量に

対する高い寄与率を示した。医薬品類5物質の調査区

間における合計流入負荷量に対する処理場A、処理場

B、St. 4の寄与率の平均値の範囲は、それぞれ、22.9～

33.1%、16.4～25.4%、24.4～38.1％であった。 

 調査区間の最下流地点St.6での医薬品類の負荷量に

対する下水処理場の寄与率についてみると、

Ketoprofen以外の医薬品類 4物質では、上流にある処

理場 A と処理場 B において、合計流入負荷量に対す

る寄与率と比較して低い値を示した。これは、St.6ま

での流下距離が長い上流の下水処理場から河川に流

入した医薬品類が、流下過程で減衰するため、これら

の下水処理場の寄与が相対的に低くなったためであ

ると考えられる。一方で、下流側に位置するSt. 4と処

理場Dにおいては、St.6での負荷量に対する下水処理

 

図 3 医薬品5物質の調査区間合計負荷量とSt.4での負荷量に対する下水処理場の寄与率 
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場の寄与率は、合計流入負荷量に対する寄与率と比較

して高い値を示した。また、Ketoprofenについて、St.6

での負荷量に対する下水処理場の寄与率は、合計流入

負荷量に対する寄与率に比べて、上流の処理場A、処

理場B、処理場Cで著しく低い値を示し、St.4と処理

場Dでの寄与率がほとんどを占めた。さらに、処理場 

D において、St.6でのKetoprofenの負荷量に対する寄

与率は、他の医薬品類4物質に比べて、高い値を示し

た。この違いは、Ketoprofen の流下過程での減衰速度

が他の医薬品類に比べて高いために、最下流地点まで

の流下距離の短い下流の下水処理場の寄与率が高く

なったためである。以上の結果のように、多摩川中流

域において、流入負荷量および多摩川本川での負荷量

に対する下水処理場の寄与率を示すことができた。 

 調査地点 St. 6 での医薬品類の負荷量に対する寄与

率が高い下水処理場は、St. 6での医薬品類の生態リス

クへの寄与率が高いと考えられる。過年度の調査研究

で実施した生態リスク初期評価により、調査地点St. 6

において、本研究で対象とした医薬品類のうち

Azithromycin、Clarithromycin、Triclosanの生態リスクが

懸念されている 1、5)。Azithromycin、Levofloxacin、

Triclosanについては、生態リスクに対してSt.4の寄与

率が高く、Clarithromycinについては、生態リスクに対

して処理場A、処理場B、処理場Cの寄与率が高いと

考えられる。そのため、上記の医薬品類について、こ

れらの下水処理場で負荷量の削減対策を実施し、例え

ば、St.4での負荷量の寄与率を下げることにより、調

査地点 St. 6 での生態リスクを効果的に下げることが

できると期待される。今後、下水処理場での医薬品類

の削減対策やリスク管理を検討していくために、生態

リスク初期評価で使用されているハザード比などを

指標として、下水処理場の放流水が流入する調査地点

での負荷量に対して高い寄与率を示す下水処理場か

ら排出される負荷量が低下した時に、下水処理場の放

流水が流入する調査地点で生態リスクがどの程度低

減するのかを検討する必要がある。 

 

4．まとめ 

本研究では、多摩川中流域において、河川中の医薬

品類の物質量に対する下水処理場の寄与を把握する

ことを目的とした。野外調査に基づいて算出した減衰

速度係数と調査地点での負荷量から、調査区間に流入

する負荷量および調査区間の最下流地点での負荷量

に対する下水処理場への寄与率を推計した。その結果、

寄与率の高い下水処理場を把握することができた。今

後、対象の医薬品類による下水処理場の放流水が流入

する地点での生態リスクを考慮して、下水処理場での

医薬品類の削減対策やリスク管理を検討していく予

定である。 
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